
令和５年度山形県生産性向上ビジョン作成支援事業業務委託仕様書（企画提案用） 

 

１ 委託業務の名称 

  令和５年度山形県生産性向上ビジョン作成支援事業業務 

 

２ 委託期間 

  委託業務契約締結の日から令和６年２月 29日まで 

 

３ 目的 

  県内企業のデジタル技術等の活用による生産性向上を促進し、本県産業における人材不足等の課題 

解決及び付加価値向上を図るため、製造業企業における生産工程や体制等の状況を把握し、企業が 

抱える課題等を整理分析の上、生産性向上の方向性及び課題解決手法等を助言、提案するとともに 

デジタル、ロボット、カイゼン等のあらゆる手段の活用を想定した実行計画作成まで伴走的に支援   

することにより、県内製造業における生産性向上の実現及び持続的発展に資することを目的に実施  

するもの。 

 

４ 委託業務の内容等 

（１）業務の内容 

イ 県内製造業企業における生産現場の状況確認及び課題抽出 

発注者及び受注者が協議し選定した企業に対して生産工程及び体制等の状況を確認し、課題

の抽出及び分析を行うこと。 

ロ アドバイザリの実施 

  上記イを踏まえ、企業における生産性向上の方向性及び改善手法等を検討の上、企業に対する

フィードバック及び助言、提案（以下「アドバイザリ」という。）を行うこと。 

ハ 生産性向上ビジョンの作成支援 

上記ロのアドバイザリを通じて、生産性向上のためのビジョン（以下「生産性向上ビジョン」

という。）作成を支援すること。なお、生産性向上ビジョンの主な内容は①～⑦のとおりとする。 

    ① 生産現場における現状と課題 

    ② 生産性向上により目指す姿 

    ③ 生産性向上の目的及び目標 

    ④ 生産性向上に向けた推進体制 

    ⑤ 実施内容とスケジュール 

    ⑥ 生産性向上の取組み実施に係る経費 

    ⑦ その他生産性向上に向けて必要となる内容 

（２）業務の対象 

  県内製造業企業（最大 10社） 

（３）業務期間及び企業支援の回数 

   業務委託契約締結の日から令和６年２月 29日までの間に１社あたり６回程度。 

なお、生産現場の状況確認やアドバイザリ、生産性向上ビジョン作成支援の実施方法はオンライ

ンでも可とするが、少なくとも１社につき２回は対面で実施すること。 



（４）その他 

   （１）のほか、発注者と協議の上、事業の円滑な推進に必要な業務を実施すること。 

   

５ 委託費の取り扱い 

（１）委託費について 

   委託費は、業務委託契約書及び仕様書に定められた使途以外には使用できない。 

（２）対象経費 

   本業務において対象とする経費については、次のとおりとする。 

   イ 人件費（企画提案書の実施体制に記載する者の人件費） 

   ロ 委託事業の運営に必要な機械・機器（ＯＡ機器、車等の）レンタル・リース料（リース契約

終了後、貸し手にリース物件を返還するなど、所有権の移転が生じないリース契約に限る） 

   ハ 会議費 

   ニ 謝金 

   ホ 印刷製本費 

   ヘ 通信運搬費 

   ト 旅費 

   チ 消耗品費 

   リ 外注費 

   ヌ 保守費 

   ル その他事業実施に必要と認められる経費として県が認めるもの 

   ヲ 一般管理費（上記イ～ルまでの経費総額の 10％以内） 

   ※対象とならない経費 

   ・ 機械・機器等の購入経費 

   ・ 土地・建物を取得するための経費 

   ・ 国や地方公共団体等の補助金、委託費等により既に支弁されている経費 

   ・ 本事業に関する経費と従来の事業に関する経費との区別が明確でないもの 

   ・ その他、事業との関連が認められない経費 

 

６ 委託料の支払い 

  委託料については、受注者から提出される実績報告書及び経費報告書の審査による金額の確定後、

受注者の請求により支払うものとする。 

 

７ 実績報告書等の提出 

  受託者は、業務終了の日から起算して 10 日以内又は令和６年２月 29 日のいずれか早い日に実績 

報告書及び経費報告書を提出すること。 

  また、令和５年 10 月及び令和６年１月に前月末までの業務の進捗状況を発注者に報告すること。

その際、今後の目標値についても発注者と協議すること。 

 

８ 留意事項 

（１）本業務の実施にあたっては、発注者の組織に所属する職員等が同行することがある。 



（２）受注者は、本仕様書に記載する条件を満たしたうえで、より効果的な方法を工夫すること。なお、

採択された企画提案書の内容は、発注者との調整のうえ、契約までに必要な変更を行うことがある。 

（３）受注者は、本業務の実施にあたり知り得た企業情報等について守秘義務を順守すること。 

（４）本業務は国の交付金を活用した事業であり会計検査院による実地検査の対象となることから、 

事業の関係書類は、事業終了後５年間は保存すること。 

（５）この仕様書に定めるもののほか、事業の実施に必要な事項は、その都度、発注者と受注者が協議

して決定するものとする。 


